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を再保証するというアプローチであり，2009 年 11 月のオバマ大統領訪中の際
に結ばれた「米中共同声明」で明文化された（１）。同共同声明では，「互いの中
核的利益（core interests）を尊重すること」が明記された。事実，オバマ政権






強めた。2009 年 12 月の第 15 回気候変動枠組み条約締約国会議（COP 15）で，
112
自国の二酸化炭素排出削減に関して非妥協的な対応をし，アメリカが強く求め
た人民元切り上げについても期待を下回る対応しかしなかった。2010 年 3 月
には南シナ海を中国の「中核的利益」であると初めて表現し，ベトナムなど係






















を担当する戴秉国国務委員が 2010 年 12 月に「中国がアメリカに取って代わり，
世界の支配を望んでいるという考えは神話だ」とする論文を発表するなどして
火消しに努めたが，アメリカの政策転換は覆らなかった。
2011 年 1 月におこなわれた胡錦濤主席の訪米では，共同文書に「中核的利
益」という文言を盛り込まず，北朝鮮に対する比較的厳しい表現を盛り込ん























台湾で P-3 対潜哨戒機（12 機），パトリオット PAC-2 ミサイル（3 セット分）の
改造費，ディーゼル潜水艦調査費合わせて約 98 億元分の特別予算が，立法院
の会期最終日である 6 月 15 日に通過した。そして，年度の通常予算として，





会期が延長され，規定上任期終了（2008 年 11 月 3 日に改選）のぎりぎり 1 カ月
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権で対台湾武器売却が始動するのは，2009 年 6 月に売却推進派のカート・キ
ャンベルが東アジア・太平洋担当国務次官補に就任してからであった（Bader
［2012: 71］）。








ただし，2009 年 11 月にオバマ訪中が予定されていたため，武器売却は 2010







いると表明した。ただし，これはブッシュ政権が 2008 年 10 月に議会に通知し
た武器の発注に過ぎなかった。
さらに，オバマ政権は，間髪を入れずに自らにとって最初の対台湾武器輸出
決定を下した。アメリカ国防総省は 2010 年 1 月 29 日，パトリオット PAC-3
ミサイル 114 発および関連システム，UH-60M 汎用ヘリコプター（ブラックホ
ーク）60 機，C4 I（Command Control Communication Computer Intelligence）用
機材，ハープーン・ミサイル 12 発，オスプレイ級掃海艇 2 隻を含む総額 2045
億 4400 万元（約 64 億米ドル）相当の武器を台湾に売却する方針を決め，議会
に通告した（表１）。
政権からのリークとみられる事前の報道もあり，全くのサプライズではなか
ったはずであるが，中国外交部は 1 月 30 日にアメリカによる対台湾武器売却
発表に強く抗議して，米中間の軍事交流を一方的に中断すると共に，本件に関
?????????????????????????????


















（330） パトリオット PAC-3 ミサイル
（32） UGM-84L 潜水艦発射型ハープーン対艦ミサイル
F-5E/F 型，F-16A/B 型 , 経国号戦闘機および C-130H 輸送機用交換部品
（182） ジャベリン対戦車ミサイル
（4） E-2T 早期警戒機の「ホークアイ 2000」仕様へのアップグレード
（30） AH-64D 対戦車ヘリコプター（アパッチロングボウ）
（114） パトリオット PAC-3 ミサイル
（60） UH-60M 汎用ヘリコプター（ブラックホーク）
（12） ハープーン対艦ミサイル（ブロックⅡ，遠隔操作型，訓練用） 










































況に陥っていた。2010 年 4 月に立法院で，台湾の葛熙熊空軍参謀長は戦闘機




ア メ リ カ の ワ シ ン ト ン DC に あ る 米 台 商 業 協 会（US-Taiwan Business 
Council）が 2010 年 5 月に，「台湾海峡の空軍戦力バランス」報告を発表し
た（US-Taiwan Business Council［2010］）。それによると，台湾はアメリカから
F-16C/D 型戦闘機を導入して空軍の戦力を増強する必要があり，それができ
なければ，2025 年には 145 機の F-16A/B 型戦闘機のうち，80 機しか実戦に投
入できなくなると指摘している。



































Modernization Act of 2011）が，F-16C/D の売却を強制する条項を外す修正を
したとはいえ，通過するなど，政権に対する圧力は高まった（Kan［2012: 58-
60］）。
2011 年 9 月 21 日，オバマ政権は，議会に対して，既存の 145 機の F-16A/
B 型戦闘機の「改修」（実際には大幅なアップグレードである）を議会に通知した。
ただし，馬政権が繰り返し要求してきた F-16C/D 型戦闘機の売却は見送られ















台湾協会（AIT）理事長のレイモンド・ボガードは，2010 年 12 月に米台関係





























中台間では ECFA が結ばれているのに，米台間では TIFA の会合が開かれ
ない。しかもかつてアメリカは台湾にとって第 1 の貿易相手であったが，2010
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